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はじめに 

タイ北部・東北部・中部において過去半世紀で最悪の大規模な洪水被害が発生している。洪水被害は、チ

ャオプラヤ川流域を中心に北部から中部に向けて拡大し、2011 年 10 月初めにタイ中部で被害が発生した。

現在も被害は拡大し続けており、10月 17日には、バンコクの北郊外パトゥンタニ県に所在する、ナワナコン

工業団地でも浸水が始まった。首都バンコクの一部でも浸水被害が発生しており、政府は土嚢（どのう）に

よる防護壁の構築や運河の浚渫（しゅんせつ）1など、首都を守る対策に全力を挙げている。 

日系企業が多く進出している、タイ中部アユタヤ県にある工業団地でも浸水被害が発生しており、日系企

業約 420 社が冠水し、多くの企業が操業停止となっている。また、浸水被害に加えサプライチェーン（供給

網）の寸断により、操業が困難になるなどの被害も拡大している。 

本レポートでは、今回タイで発生した洪水の概要、タイにおける洪水リスク、日系企業の被害状況、企業

に望まれる対応について触れる。 

1. 洪水の概要 

2011年 7月中旬以降続いている大雨により、タイ北部・東北部・中部において、河川の氾濫・土砂災害・

冠水被害などが発生している。タイ政府の公式発表（10月 14日）によると、77都県中 28県に深刻な被害を

及ぼし、その内の 10県（ナコーンサワン、アユタヤ、ノンタブリ、パトムタニ、ロッブリー、アーントーン、

シンブリ、チャイナート、ウタイターニー、チャチューンサオ)は、特に大規模な被害を受けていると報じら

れている。また、洪水が発生した主要な原因は、台風による大雨、北部にあるダムの放水量の増加、高潮と

報告されている。 

1.1. 全国の被害状況 

政府の公式発表（10月 15日）によると、77都県中 61県に洪水の影響が及んでおり、248万世帯以上 856

万人が被害を受け、297 人の死亡が確認されている。タイ中央銀行と国家経済社会開発庁は、洪水被害の損

害が 600億～900億バーツ（1バーツ=約 2.5円）になると見積もっている（10月 10日）。これは、GDPの 0.6

～0.9％に相当する。 

 図 1 に洪水被害エリアの分布を示す（水色が洪水被害を受けた地域）。また、写真 1 にタイ中部における

洪水の被害状況を示す。

                                                           
1 水深を深くするために、運河・川床などの土砂を掘削すること。 
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図 1 洪水被害エリアの分布（10月 17日時点）（出典：タイ地理情報宇宙技術開発機関(GISTDA)ホームページ） 

写真 1 タイ中部の洪水被害（10月 11日）（写真提供：AFP=時事） 

 

青枠範囲の洪水被害を表示 
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1.2. バンコクの危険地域 

バンコク都排水・下水局（Drainage and Sewerage Department）は、以下の通り洪水リスクの高い都内 13区

15カ所を発表した（10月 9日）。その中には、在留邦人の方々が多く居住されているワッタナー区、ディン

デーン区、チャトゥチャック区、プラカノン区が含まれている。 

 

①サートン区：チャン通り、セントルイ通り、サートゥプラディット通り 

②パヤータイ区：パホンヨティン通り（クロンサムセーン～クロンバンズー） 

③プラカノン区：スクンビット通り（クロンプラカノン～ラーサール小路） 

④ワッタナー区：スクンビット 39～49 

⑤ワントンラーン区：ラードプラオ通り（クロンラードプラオ～ザモールデパート） 

⑥ブングム区：ナワミン通り（クロンドンイーガー～プラサートマヌーキット交差点） 

⑦ディンデーン区：ラチャダーピセーク通り（ロビンソン・デパート付近） 

⑧チャトゥチャック区：ラチャダーピセーク通り（ラードプラオ交差点） 

⑨ラチャテーウィ区：ペブリー通り（バンタットン通り～ラチャテーウィ交差点） 

⑩ラチャテーウィ区：ニコムマカサン通り 

⑪ラチャテーウィ区：ラマ 6世通り（プラチェチン市場付近） 

⑫バンケー区：ぺカセーム通り（ソイ 63） 

⑬ヤナワー区：エンアガート通り（ナーンリンチー通り～シーバムペン小路） 

⑭プラウェート区：シーナカリン通り（クロンターサード～クロンターチャン） 

⑮プラナコン区：サナムチャイ通り～マハーラート通り 

 

上記地区の概略図を以下に示す。なお、図中の数字は上記番号の位置を表す。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 洪水リスクの高いエリア（出典：在タイ日本国大使館ホームページ） 
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1.3. 経済への影響 

中央銀行は、11金融機関で計 108支店（アユタヤ 56、ナコンサワン 31、パトムタニ 15、チャイナット 2、

バンコク、ノンタブリ、シンブリ、ロッブリ 1）が洪水で閉鎖していることを明らかにした。 

洪水がタイ経済に与える影響について、現地報道による閣僚等の発言は以下の通りである（10月 14日）。 

 

 キティラット副首相兼商業大臣 

・ 被害額は 1000億バーツ、あるいは GDP比 1％以上と見積もっている。 

・ 被害に対処するには、政府として少なくとも 800 億バーツは必要と見積もっているが、それも増加し

ているところ。（ネーション（紙面）14日） 

 ティラチャイ財務大臣 

・ 今回の洪水は、中央銀行が見積もった 600～900億バーツを上回り、GDPに影響を与えるだろう。中央

銀行の見積もりはアユタヤの工業団地が冠水する前のもの。（バンコクポスト（電子版）14日 16時） 

 アリーポン財務省事務次官 

・ 例年の洪水の被害額は GDP比 0.2～0.3％であるところ、今年は 0.6～0.9%のロスが見込まれる。（バン

コクポスト（紙面）14日） 

 ウィルン財務副大臣 

・ 2011年の GDP成長率は 4％を切る可能性がある。（バンコクポスト（紙面）14日） 

2. タイにおける洪水リスク 

タイは 25の大河川流域を持ち、そのうち中央部に位置する 8つの河川流域（ピン川、ワン川、ヨォン川、

ナーン川、サッゲークラン川、パサック川、チャオプラヤ川）を合わせてチャオプラヤ川流域と呼ばれてい

る。流域面積 162,800km2を持ち、同国最大の流域である。本流域はタイ全土（514,000km2）の約 3分の 1を

占め、全人口の約 40％が住んでおり、タイにとって社会・経済的に重要である。 

2.1. 過去の被災例 

過去 10 年間における洪水被害の死者数を表 1 に示す。過去 10 年間で死者数が最も多いのは、2010 年 10

月に東北部や中部で発生した洪水である。この洪水は、太平洋の赤道付近で海水温が低下するラニーニャ現

象が雨季に拍車をかけ、流入量が河川や貯水池の貯水量を超え、チャオプラヤ川が氾濫し発生した。 

今回の洪水では、10月 15日時点で 297人の死者数が確認されており、2010年の被害を上回っている。 

 

表 1 最近 10年間における洪水被害の死者数（上位 5位） 

No. 発生年月 死者数 

1 2010年 10月 258 

2 2006年 8月 164 

3 2002年 10月 154 

4 2006年 5月 116 

5 2001年 8月 104 

（出典：Asian Disaster Reduction Center，Center for Research on the Epidemiology of disastersを基に作成） 
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1971年から 2010年における 10年単位の洪水頻度を図 3に示す。洪水の頻度は年々増加しており、2001年

から 2010年の間では 29回発生し、約 4ヶ月に 1度の頻度で洪水が起きていることになる。 
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図 3 期間別の洪水頻度 

（出典：Asian Disaster Reduction Center，Center for Research on the Epidemiology of disastersを基に作成） 

2.2. 地理的要因 

1966 年～2010 年のタイ国内における主な自然災害の一覧を表 2 に示す。洪水の災害数は、自然災害数の

58.5％を占め、洪水はタイにおいて頻繁に発生する自然災害である。 

 
表 2 タイの自然災害 

災害の種類 災害数 死者数 被災者数 損害額 US$ Million 

洪水 62 2,957 41,444,274 4,884.4 

暴風 31 1,696 3,235,503 911 

干ばつ 7 - 29,982,602 424.3 

地震 3 
8,845

（津波を含む）
67,007 1,000 

地すべり 3 47 43,110 - 

合計 106 13,545 74,772,496 7,219.7 

（出典：Asian Disaster Reduction Center，Center for Research on the Epidemiology of disastersを基に作成） 

 

チャオプラヤ川流域の気候は、主にモンスーンによって影響され、5月から 10月にかけては、雨季となり

大雨をもたらす。特に、8月の下旬から 10月においては、流入する水量が上流河川の貯水量以上となるため、

ダムの決壊防止目的として、ダムから大量に放水される。この放水が洪水を引き起こし、低地地域では長期

化しやすい。本流域での洪水氾濫地域を図 4に示す。 

チャオプラヤ川の下流域における洪水の原因として、以下の事項が指摘されている。 

 

①ダムの大量放水 

ダムの決壊防止目的による大量放水。1983年、1995年、2002年、2006年、2010年の洪水が該当する。 

②記録的な大雨 

ラニーニャ現象による雨季の長期化。1983年、1996年、2002年、2010年の洪水が該当する。 

③農地の洪水防止対策による遊水機能の消失 

農地のかんがい排水対策や道路等の整備によって、自然の遊水機能が消失し、下流域の洪水リスクが増

加した。 
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④地下水くみ上げ量の増加による地盤沈下 

都市用水確保のため、地下水くみ上げ量を増加し、地盤沈下が発生した。そのため、堤防高さが水面に

対して低くなり、チャオプラヤ川への排水が困難となるため、洪水リスクが増加した。 

⑤地球温暖化 

地球温暖化によって、年降水量の変動幅が増大した。そのため、降水量が多い年が発生し、大規模な洪

水リスクが増加した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 4 チャオプラヤ川流域の洪水氾濫地域 

（出典：砂田憲吾ほか，2009，「人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ―モンスーン・アジア地域等における地

球規模水循環変動への対応戦略―」） 

2.3. 治水計画 

チャオプラヤ川流域の洪水は、タイ国内の社会経済に大きな影響をもたらすため、1980年頃より日本の技

術力を受けて、治水計画に取り組んでいる。バンコク首都圏における治水対策は、ハード対策とソフト対策

から構成されている。対策内容を表 3に示す。 

 

表 3 バンコク首都圏の治水対策 

ハード対策 ソフト対策 

・ 北東部からの洪水流入を防ぐための外周堤防および水

路への水門の設置 

・ 外周堤防と市街地との間は遊水地域として保全 

・ 雨水をチャオプラヤ川に排水するための排水ポンプおよ

びそれにつながる水路の整備 

・ チャオプラヤ川からの氾濫を防ぐための堤防および水路

への水門の設置 

・ 外周堤防外側の水田地帯をグリーンベルト地帯として保

全、遊水機能の確保 

・ 都市化地域の中にも相対的に低い場所を保水地域に指

定（政府の許可がないと開発できない地域に登録） 

・ 市街化を誘導・規制・河川等の洪水情報システムの整備

と洪水対応センターの設置 

（出典：砂田憲吾ほか，2009，「人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ―モンスーン・アジア地域等における地

球規模水循環変動への対応戦略―」） 
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3. 日系企業の被害状況と操業への影響 

3.1. 工業団地における日系企業の被害状況 

日本貿易振興機構（JETRO）によると、洪水被害を受けた工業団地は以下の通りである（図 5）。冠水した

工業団地は 6カ所で、合わせて約 700社が冠水被害を受けており、うち約 420社以上は日系企業である（10

月 18日時点）。 

 
【洪水発生工業団地】 （6 工業団地 約 700 社のうち日系企業約 420 社） 

①サハラタナナコン工業団地（全 42社のうち日系 35社） 

②ロジャーナ工業団地（全 218社のうち日系 147社） 

③ハイテク工業団地（全 143社のうち日系 7割） 

④バンパイン工業団地（全 84社のうち日系 30社） 

⑤ファクトリーランド工業団地（全 14社のうち日系 5社） 

⑥ナワナコン工業団地（約 200社のうち日系 104社） 

 

図 5 アユタヤ県およびバンコク近郊の工業団地地図（出典：JETROホームページを基に作成） 
 
【特に警戒を要する工業団地】 

⑦ラッカバン工業団地（全 283社のうち日系 49社） 

⑧バンチャン工業団地（全 83社のうち日系 20社） 

 

【洪水発生可能性がある工業団地】 

⑨ケンコイ工業団地（全 1社のうち日系 0社） 

⑩ジェモポリス工業団地（全 130社のうち日系 6社） ※宝石専門工業団地 

⑪ウェルグロー工業団地（企業数・日系企業数は JETROが調査中） 

⑫バンプリ工業団地（全 120社のうち日系 48社） 

⑬バンプー工業団地（全 287社のうち日系 72社） （※2007年時点） 
 
 

10月 4日に浸水（サハラタナナコン工業団地） 

味の素、丸順など日系企業 35社が入居 

10月 13日に浸水（ハイテク工業団地） 

キヤノン、HOYAなど日系企業約 100社が入居 

10月 14日夜に浸水（バンパイン工業団地） 

日本電産、帝人など日系企業 30社が入居 

10月 9日に浸水（ロジャーナ工業団地） 

ホンダ、ニコンなど日系企業 147社が入居 
① 

② 

③ 
④ ⑤ 

⑦ 

⑧ 

⑩ 
⑪

10月 15日夜に浸水（ファクトリーランド工業団地）

中小メーカーなど日系企業 5社が入居 

⑨

⑫ ⑬

 T ：トヨタ工場 

 N ：日産工場 

 T  
 T 

 N 

10月 17日夜に浸水（ナワナコン工業団地） 

ミネベア、東芝など日系企業 104社が入居 

⑥ 
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タイの工業団地における主な日系企業の被害状況を表 4に示す（10月 18日時点）。 

 

表 4 日系企業の被害状況 

工業団地名 企業名 事業概要 操業停止期間 浸水被害 備考 

サハラタナナ 

コン 

味の素 飲料 10/3 ⇒ 未定 ・Ajinomoto Calpis Beverage (Thailand) Co., Ltd. 

は、浸水により操業を停止中。 

 

 
芝浦電子 温度・湿度

センサー 

操業停止中 

再開時期は未定

・アユタヤ工場は、浸水により操業を停止中。 ・敷地内は立ち入りできないた

め、詳細状況は不明。 

ロジャーナ ホンダ 自動車 10/4 ⇒ 10/21

10/21 以降未定

・四輪生産拠点のホンダオートモービル（タイラン

ド）カンパニー・リミテッド（本社：アユタヤ、ロジャー

ナ工業団地）では、10月 8日に工場敷地内に浸水

被害が発生。 

・退避命令が出され、施設への

立ち入りは困難。 

  

ニコン デジタル一

眼レフカメラ 

10/6 ⇒ 未定 ・Nikon (Thailand) Co., Ltd. では、すべての建物 1

階部分に浸水被害が発生し、操業を停止中。 

・工業団地の排水に関して、ロジャーナ工業団地

当局および団地内の他社、日本貿易振興機構

（JETRO）らと協力し、タイ政府へ要請中。 

・社内に緊急対策本部を置き、

自社の他工場や協力工場での

代替生産の可能性を含め、検

討中。 

  

キヤノン プリンター用

紙 

10/6 ⇒ 未定 ・Canon Hi-Tech (Thailand) Ltd. のロジャーナ工場

では、洪水の影響で操業を停止中。 

・インクジェットプリンターは、タ

イの別工場とベトナム工場への

生産移管を検討中。 

・インクジェットプリンター用紙

は、国内への移管を検討中。 

  

日本電産 HDD用モー

ター 

10/10 ⇒ 未定

（ロジャーナ工場）

10/12 ⇒ 未定

（アユタヤ工場）

・タイ日本電産株式会社のロジャーナ工場、タイ日

本電産精密株式会社のロジャーナ工場、アユタヤ

工場は、浸水と停電による退避命令のため、操業

を停止中。 

・3 工場（ラシット工場、バンガデ

ィ工場、バンパイン工場）は、浸

水が発生していないものの、一

時操業を停止中。 

・サラブリ工場は、被害なく操業

中。 

  

加賀電子 電子機器 10/6 ⇒ 未定 ・連結子会社 KAGA  ELECTRONICS 

(THAILAND) CO.,LTD. のアユタヤ工場では、浸水

による退避命令のため、操業を停止中。 

 

  

パイオニア 自動車用電

子機器 

10/8 ⇒ 10/23

10/23 以降未定

・連結子会社パイオニアマニュファクチュアリング

（タイランド）カンパニーリミテッドと、東北パイオニ

ア（タイランド）カンパニーリミテッドは、両社ともに 

1 階部分が浸水し、操業を停止中。 

・早期の復旧に向けて、ロジャ

ーナ工業団地当局や団地内の

企業、日本貿易振興機構

（JETRO）らと協力し、タイ政府

へ要請中。 

  

ミネベア ダイキャスト

部品 

10/7 ⇒ 未定 

（ロジャーナ工

場、アユタヤ工

場） 

・ロジャーナ工場は、浸水により操業を停止中。 

・アユタヤ工場は、浸水してないが、操業を停止

中。 

・ロジャーナ工場では、外部から

の購入量増加を手配中。 

・ロッブリ工場は、浸水しておら

ず、操業中 

  
住友金属 

工業 

電磁鋼板 10/10 ⇒ 未定 ・連結子会社の Thai Sumilox Co.,Ltd. では、浸水

による退避命令のため、操業を停止中。 

・その他タイにある連結工会社3

社に、洪水被害は無い。 

  

古河電気 

工業 

情報通信機

器 

操業停止中 

再開時期は未定

・4 拠点[Furukawa Fitel (Thailand) Co.,Ltd.、

Furukawa-Sky Aluminum (Thailand) Co.,Ltd.、

Totoku (Thailand) Co.,Ltd.、Furukawa Precision 

(Thailand) Co.,Ltd.]で、浸水被害により操業を停止

中。 

・詳細な被害状況は不明。 

・代替生産の検討も含め、状況

を見ながら判断予定。 

 

ケーヒン 二輪・四輪

製品 

操業停止中 

再開時期は未定

・ケーヒンオートパーツ（タイランド）カンパニー・リミ

テッドは、浸水により操業を停止中。 

・バンコクに所在するケーヒンアジアバンコクカン

パニー・リミテッドおよびチェンマイに所在するケー

ヒン（タイランド）カンパニー・リミテッドは、洪水被

害はなく操業中。 

・全社 BCP（ビジネス・コンティニ

ュイティ・プラン）体制を敷き、部

品供給に対応中。 
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工業団地名 企業名 事業概要 操業停止期間 浸水被害 備考 

ロジャーナ 日東工器 リニアコンプ

レッサ・カプ

ラ 

操業停止中 

再開時期は未定

・2 拠点[Nitto Kohki (Thailand) Co,. Ltd.、Nitto 

Kohki Coupling (Thailand) Co,. Ltd.]で、浸水により

生産設備の一部に被害があり、操業を停止中。 

・タイ生産品（カプラとリニアコン

プレッサ）を栃木日東工器に生

産移管中。 

TDK 金属磁石・

記録メディ

ア・センサ 

10/9 ⇒ 未定 ・TDK Thailand Co., Ltd. ロジャーナ工場は、浸水

により操業を停止中。 

・敷地内に立ち入り出来ないた

め、被害の詳細は不明。 
 

 
 HDD 用サス

ペンション 

10/9 ⇒ 未定 ・Magnecomp Precision Technology Public Co., Ltd. 

ロジャーナ工場は、浸水により操業を停止中。 

・敷地内に立ち入り出来ないた

め、被害の詳細は不明。 

 日立製作所 コンプレッサ

ー 

操業停止中 

再開時期は未定

・Hitachi Compressor (Thailand) Co., Ltd は、浸水

被害により操業を停止中。 

・日本とタイに対策本部をそれ

ぞれ設置。 

 
日立金属 電子・情報

部品 

10/7 ⇒ 未定 ・Hitachi Metals (Thailand) Ltd. は、浸水により操

業を停止中。 

 

 

パナソニック

電工 

電子部品 10/9 ⇒ 未定 ・Panasonic Electric Works,(Ayuthaya) Co.,Ltd.は、

1 階部分と工場内の発電所が水没し、復旧には相

当の時間がかかる見通し。 

・一部品目は中国での代替生産

が可能で、今後の製品・部品の

供給体制について検討中。 

 
日本金属 金属加工 操業停止中 

再開時期は未定

・連結子会社 Nippon Kinzoku ( Thailand ) Co., Ltd

は、浸水被害により操業を停止中。 

・敷地内の立ち入りが制限され

ており、詳細な状況は不明。 

ハイテク キヤノン インクジェッ

トプリンター 

10/6 ⇒ 未定 ・Canon Hi-Tech (Thailand) Ltd. のハイテク工場で

は、洪水の影響で操業を停止中。 

・インクジェットプリンターは、タ

イの別工場とベトナム工場への

生産移管を検討中。 

・インクジェットプリンター用紙

は、国内への移管を検討中。 

  

味の素 調理冷凍食

品 

10/7 ⇒ 未定 ・Ajinomoto Frozen Foods(Thailand)Co., Ltd. は、

工場の浸水は無い。 

・工業団地にて避難勧告が出た

ため、10 月 7 日より操業を停止

中。 

  
HOYA メガネレンズ 10/12 ⇒ 未定 ・連結子会社 HOYA Lens Thailand, Ltd. のアユタ

ヤ工場は、1 階部分が浸水し、操業を停止中。 

・当工場の生産品（メガネレン

ズ）を他工場に移管中。 

  
ソニー デジタルカメ

ラ 

10/11 ⇒ 未定 ・デジタルカメラ工場では、施設への被害は無い

が、操業を停止中。 

 

  ミクニ 二輪・四輪

車用製品 

10/11 ⇒ 未定 ・Mikuni (Thailand) Co., Ltd は、工業団地の冠水

により、浸水被害を受け、操業を停止中。 

・敷地内の立ち入りが制限され

ており、詳細な状況は不明。 

 旭化成 樹脂の着

色・コンパウ

ンド 

操業停止中 

再開時期は未定

・旭化成プラスティックスタイランドは、洪水の影響

で浸水し、操業を停止中。 

・敷地内の立ち入りが困難なた

め、詳細な状況は不明。 

 帝国通信 

工業 

プラスチック

成型品 

10/11 ⇒ 未定 ・連結子会社 Noble Precision (Thailand) Co., Ltd.

のアユタヤ工場は、1 階部分が浸水し、操業を停

止中。 

・安全を考慮し操業を停止中。

 不二精機 精密金型・

成型品 

10/11 ⇒ 未定 ・連結子会社 Thai Fuji Seiki Co., Ltd. は、すべて

の建物において 1階部分が浸水し操業を停止中。 

 

バンパイン 日本電産 HDD用ベー

スプレート 

10/12 ⇒ 未定 ・浸水被害は無いが、一時操業を停止中。  

 ミネベア ボールベア

リング 

10/15 ⇒ 10/18

10/18 以降未定

・工場の浸水は無い。  

ナワナコン ミネベア 小型モータ

ー部品 

10/14 ⇒ 未定 ・工場の浸水は無い。 ・危険地域に指定されたため、

保安要員以外の従業員は退

避。 

  東芝 HDD 10/11 ⇒ 未定 ・東芝ストレージデバイス・タイ社では、物理的な

被害や操業停止要請は無いが、自主的に操業停

止を決定。 

・工場敷地内に土嚢を追加設置

中。 

 

パナソニック

電工 

電子部品 操業停止中 

再開時期は未定

・Panasonic Electric Works,(Ayuthaya) Co.,Ltd.は、

浸水により操業を停止中。 

・一部品目は中国での代替生産

が可能で、今後の製品・部品の

供給体制について検討中。 
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工業団地名 企業名 事業概要 操業停止期間 浸水被害 備考 

バンガディ 東芝 半導体 10/11 ⇒ 10/16

10/16 以降未定

・東芝セミコンダクタ・タイ社では、物理的な被害は

無いが、バンカディ団地からの操業停止要請によ

り、操業停止を決定。 

・団地敷地周境界線の防壁積

み増し、および工場敷地周囲の

防壁積み増しを継続中。 

  
日本電産 HDD用モー

ター 

10/12 ⇒ 未定 ・浸水被害は無いが、一時操業を停止中。  

  
ソニー 半導体 10/14 ⇒ 未定 ・半導体工場では、浸水被害は無いが、操業停止

要請により、操業を停止中。 

 

工業団地以外 

 

トヨタ自動車 自動車 10/10 ⇒ 10/22

10/24 以降未定

（10/23 は休日）

・Toyota Motor Thailand Co., Ltd. の 3 工場（サム

ロン工場、ゲートウェイ工場、バンポー工場）では、

洪水による被害は無し。 

・Toyota Motor Thailand Co., 

Ltd. のサムロン工場、ゲートウ

ェイ工場、バンポー工場で車両

を生産。 

 ホンダ 二輪・汎用

製品 

10/6 ⇒ 未定 

（汎用製品） 

10/11 ⇒ 10/18

（二輪製品） 

 

・タイホンダマニュファクチュアリングカンパニー・リ

ミテッド（本社：タイ・バンコク）では、部品不足や洪

水対策の影響により、10月6日から汎用製品の生

産を停止し、10 月 11 日から二輪製品の生産が停

止。 

・二輪製品の生産は、インドネシ

アなどからの部品供給により、

10 月 19 日から再開予定。 

※操業停止期間：停止期間の始まりが未定な場合は、「操業停止中」と記載。 

（出典：企業のホームページおよび報道機関などの情報を基に作成） 

3.2. 部品供給停止による操業への影響 

今回の大規模な洪水により、サプライチェーンが寸断され、大手自動車メーカーを中心に多くの日系企業

が操業停止の被害を受けている。企業のホームページおよび報道機関などの情報によると、被害の概要は以

下の通りである（10月 18日時点）。 

 

 ホンダ 

・ 四輪生産拠点のホンダオートモービル（タイランド）カンパニー・リミテッド（本社：タイ・アユタ

ヤ、ロジャーナ工業団地）では、部品供給停止の影響により、10月 4日から 8日までの生産活動を休

止していたが、引き続き、10月 21日までの生産休止を決定した。 

・ 二輪・汎用生産拠点のタイホンダマニュファクチュアリングカンパニー・リミテッド（本社：タイ・

バンコク）では、部品供給停止の影響により、汎用製品は 10月 6日から生産活動を休止し、二輪製品

は 10月 11日から 18日まで生産活動を休止している。 

・ 二輪製品の生産は、インドネシアなどからの部品供給により 10月 19日から再開を予定。 

 トヨタ自動車 

・ タイ国において、トヨタ・モーター・タイランド (Toyota Motor Thailand Co., Ltd.)のサムロン工場、ゲ

ートウェイ工場、バンポー工場で車両を生産している。上記 3 工場は、被災したサプライヤーからの

部品の供給が滞っているため、10月 10日から 10月 15日の車両生産の稼動停止を既に決定していたが、

引き続き、10月 17日から 10月 22日までの稼動も停止することを決定した。現在、サプライチェーン

の状況なども確認しながら、復旧に向け対応している。10月 24日以降の稼動については、状況を見な

がら判断する予定。 

 マツダ 

・ 米フォード・モーターと折半出資で設立した四輪車工場で 10 月 11、12 日の操業を停止した。工場自

体に被害はない。乗用車の生産ラインについては 10月 13日から 18日まで昼夜 2交代制のうち昼勤務

のみ稼働させる。ピックアップトラックの生産ラインは 10月 11日から生産停止を継続している。
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 三菱自動車 

・ ミツビシ・モーターズ・タイランド・カンパニー・リミテッド（MMTh）は、自社工場に

被害はないが、部品不足により 10 月 13 日夜から 15 日まで操業を見合わせる。  

・ MMTh は、タイ南東部のラムチャバン工場での完成車生産について、一部の車種を除い

て 10 月 22 日まで休止期間を延長すると発表した。洪水の被害は直接受けていないが、部

品確保に支障が出ている。  

 日産自動車 

・ 現地サプライヤーに洪水の被害が出ているおり、部品の供給が困難なため、10 月 17 日か

ら 19 日までの操業停止を決定した。  

 クボタ 

・ トラクターなどを製造するアマタナコン事業所（チョンブリ県）で、10 月 17 日以降の操

業を停止する予定。現時点で浸水被害はなく稼働中だが、洪水で操業を停止した一部サプ

ライヤーからの部品調達が困難になっている。  

 ソニー 

・ タイ・アユタヤ県にあるデジタルカメラやレンズの工場で、現地時間の 11 日正午から操

業を停止している。工場施設への被害はないが、従業員の安全を確保する必要があること

に加え、部品供給にも支障が出ているため。  

4. 企業に望まれる対応  

今回のタイの洪水において、浸水や部品供給の停止により、多くの日系企業が操業停止に追

い込まれ、再開の目処も立っていない。  

災害や事故で被害を受けた場合でも、中核となる業務をなるべく中断させず、仮に中断した

としてもできるだけ短い期間で再開させることが重要である。この実現を目指すために必要な

事項を盛り込んだ計画を「事業継続計画」（BCP：Business Continuity Plan）と呼び、BCP の作

成は、「顧客の他社への流出」、「マーケットシェアの低下」、「企業評価の低下」から企業を守る

上で有効である。  

日本とタイとは、地理的・社会的条件は異なるが、国土交通省  関東地方整備局が荒川下流部

の氾濫を想定し作成した「事業所の水害対策事業継続計画（BCP）作成のすすめ」は、水害対

策の参考になると考えられるので、以下に紹介する。  

4.1. 水害ＢＣＰの特徴  

以下に示す水害の特徴を考慮し、BCP を作成する。  

①水害は震災と異なり、被災までのリードタイムがある。 

突発的な震災被害と異なり、浸水被害が発生するまで一定の時間があるため、適切な水害 BCP

に基づいて行動が計画されていれば、被害を大幅に軽減できる可能性がある。  

②水害は震災と異なり、無被害な地域も存在する。 

水害は堤防決壊箇所から下流域の広大な地域で面的に被災するが、全く無被害の地域も存在

するため、予め洪水ハザードマップなどで事業所の被災リスクを把握する必要がある。  

③水害は震災と異なり、直接的な被害を受ける期間が長期化する。 

地震動は数秒～数分程度で治まるが、水害の場合には数日～数週間浸水が続く場合もあるた

め、予め長期的な浸水リスクに備えた対策の検討が必要である。  
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4.2. 水害ＢＣＰ作成時の検討項目 

水害 BCP作成時には、「事前対応」、「初動対応」、「応急対応」の 3つの観点で対策を検討する。 

 

 事前対応 

①事前情報収集 

  洪水ハザードマップや過去の洪水被害情報などによる事業所の浸水被災リスクを確認する。 

②建物への浸水対策 

  「床上浸水対策」と「地下浸水対策」を実施する。 

③保険加入 

  想定浸水深が数メートルに達する地域においては、水害保険（水害を補償する火災保険など）を検討す

る。 

 初動対応 

①リアルタイム水位情報の収集 

 水位レベルによる具体的なアクションを策定する。例えば「はん濫注意水位」レベルに達した場合、従

業員の避難実施や重要書類の持ち出しなどを決めておく。 

②気象情報や避難情報の収集 

  気象情報や避難情報を収集し、BCPの発動や従業員の避難に活用する。 

 応急対応 

①指揮系統：災害対策本部の立ち上げ 

  被災直後から組織的な対応を実施する。 

②拠点：被災しない地域にバックアップ施設を設置 

  会社の機能の一部又は全部を被災していない拠点に移転する。 

③情報発信：取引先や株主などに被災状況、復旧情報を発信 

  問合せを受ける前に自ら被災状況を伝えることで取引先を不安にさせない。 

④人員確保：重要業務継続や復旧の要員を確保 

  被災した直後でも重要業務を継続させる要員や復旧の要員を確保する。 

⑤サプライチェーン：仕入先、納入ルート・手段の多重化 

  万一のために、仕入先や納入ルート・手段を多重化する。 
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（http://www.nksj-rm.co.jp/）をご覧ください。 
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